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はじめに
日本では分厚い中間層が崩れ、格差が大きな社会になりました。社会が不安定になってきています。

この30年、先進国の中で、ほぼ日本だけが給与が上がっていません。今でも、日本全体を見ると、物価
の値上がりよりも給与は上がっていないのです。

このことが、社会全体を沈滞させています。一体、なぜなのでしょうか？

それは、日本は、真っ先に給与におカネがまわる経済になっていないからです。

日本には、非正規雇用はじめ給与を抑える数々の法律、給与より自社株買い・配当・内部留保を優先
させる仕組み、下請けいじめ、金融政策など独特のカラクリがあります。

そして、最大の要因として、雇用制度・教育・基礎研究・職業訓練をはじめとする「人への投資」が圧倒
的に少ないことが挙げられます。このことが、10年後の日本の有望産業、つまり、10年後の飯のタネを育
てることにつながっていないのです。

「人への投資」「未来への投資」を的確に実施して、一人ひとりの持ち味が生きる社会を実現することで、
社会や経済も発展すします。10年後の日本の飯のタネを創り上げることができるのです。

このような「社会的投資国家」を目指すことで、日本はもっと良くなる！と確信しています。
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この３０年間、主要先進国で日本だけ
実質賃金が上がっていない
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政府は「他国に比べ労働生産性が上がらないから
賃金も上がらない」と言っていたが、事実でない
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物価を上回る給与アップがなされない理由

「４つの歪み」を正す！
❶歪んだ給与 同じ仕事でも給与体系違う 日本独特の非正規雇用

非正規雇用や名ばかり正社員という年功序列賃金（定期昇給あり）とは異なる賃金テーブルを作り、欧州では考えらえない雇用の差別
が発生している。経団連の前身の日経連が１９９５年柔軟型雇用を唱え、自民党も呼応し、一気に非正規雇用を拡大させた。

非正規雇用によって人件費が固定費から変動費となり企業は身軽になった。一方で実質賃金が上昇しない経済を招き消費低迷による
沈滞が続いた。また、非正規雇用の増加によって労働生産性も低下し（内閣府も認める）、給与低迷に拍車をかけている。

→（対策）賃金テーブル（計算基準）を一つ（正社員と非正規との区別を無くす）にして
給与を上げない仕掛けを無くす！直接雇用、無期雇用を原則とする。

①同じ仕事であれば同じ処遇とする真の同一価値労働同一賃金を導入する（政府も形は導入しているが機能していない）

②短時間でも正社員（短時間正社員）とする運用の徹底

③欧州並みに契約社員（有期雇用）を原則禁止・限定する法整（日本には規制が無い）

④最低賃金の大幅アップ 人手不足対策として特定（産業別）最低賃金を大胆に活用
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年齢が上がっても給与は上がらず
～正社員と異なる非正規雇用～
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＊表は「正規社員と非正規社員の賃金格差を年齢階層別にさぐる不破雷蔵(2025年公開版)Yahooニュースより抜粋 厚生労働省が
2025年3月に発表した「賃金構造基本統計調査」の報告書から



非正規雇用が急増し、結婚率低下
～不安定雇用は少子化の原因にも～
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8

最低賃金は先進国最低レベル



（事例）ドイツのタンデム方式 パートでも管理職
～ひとつの管理職ポストを午前勤務と午後勤務の二人で
こなす 短時間正社員～

田中洋子名誉教授（筑波大学人文社会系教授）は、
ドイツでは働く日数や勤務時間を各人が決められる
という時間主権が浸透したことで、管理職でも時短
で働く人たちが増え、ペアでマネジメントを行うという
動きが起きていることを紹介しています。

タンデム方式と呼ばれるもので、2人ペアにして1つ

の部署の管理職という仕事を協力して担うというも
のです。実際に、グループウェアで情報を共有しな
がら、重なる日に状況を確認し、その中で懸念して
いること、課題になってきていることをすぐに相談し
合う。
（２０２５年７月１０日ダイヤモンドオンラインより）

←チャットＧＰＴで作成した画像
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物価を上回る給与アップがなされない理由

「４つの歪み」を正す！
❷歪んだ分配 企業利益が最後の最後に給与に 給与後回しに

下請け・中小企業への価格転嫁が進まず転嫁率は先進国最低レベル

→（対策）会社法・労働法制等をセットで改正等し、企業利益がまず給与に分配
されるようにする 公益資本主義の考え方を

加えて、下請けの価格転嫁を 国のリカレント教育・リスキリング支援大幅強化を

〇メインバンク制が崩壊し、それに代わる米国由来のコーポレートがバンス改革に飛びつき、従業員より過度な株主優先・内部留保蓄積に
走った。労働生産性が上がったのに他国のように賃金に反映されない。

〇会社法・市場法制（株取得公開基準の不備、長期保有も短期保有も同じ議決権、自社株買いの放置）が国益にかなっていない。アク
ティビスト（超短期株主）から会社を防衛する等のために分配の歪み（内部留保、自社株買い、配当偏重、労働分配率の低下）が生じて
いる。

〇人への投資が圧倒的に少ない。リスキリング（職業訓練）、リカレント教育が先進国に比べて遅れている。日本は職業訓練への公的支出
は、フランスの３０分の１、ドイツの１３分の１しかない（対GDP比2022年OECDデータ）。リスキリング、リカレント教育支援に人モノカネを集
中投下すると同時にデジタル化を徹底的に推進する。

〇下請け等の価格転嫁率は欧米に比べると著しく低い。日本５０％程度、欧米８０％以上であり、価格転嫁を適正に確実に進める。
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株主の権利は欧米より強い
労働分配率は低下の一途
～「給与後回し」に～

（左図：立憲民主党 今井雅人代議士作成、右図：日本経済新聞作成）

11



物価を上回る給与アップがなされない理由

「４つの歪み」を正す！
❸歪んだ金融 アベノミクス・黒田バズーカの後遺症

→（対策）既存産業界に引きずられることなく、金融政策の正常化を力強く目指す

日米の金利差が円安の要因でもある。

日銀が大量に買い込んだ国債の価格低下を防ぎ、国債依存の政府財政の負担を増や
さないために、金融政策を大きく変更することが困難になっている。

円安によって輸入物価が上がり、それを日本全体の物価の大きな押し上げ要因となっ
ている。異次元の金融緩和の超低金利政策であるアベノミクスのツケを国民は払わされ
ている。

金融政策を正常化するためのさらに踏み込んだ対策を実施しなければならない。

一方で政権の放漫財政によって悪い長期金利の上昇を招いていることにも大きな注意
を払う必要がある。
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物価を上回る給与アップがなされない理由

「４つの歪み」を正す！
❹歪んだ産業政策 巨額企業献金・癒着等が足かせとなり新しい産業や
    基礎研究支援に本気で目を向けていない

→（対策）「10年後の日本のメシの種」発掘プロジェクトを集中して実施し、
４つの分野に集中投資を 社会的投資国家へ

新しい産業の芽が育たない。「１０年後の日本のメシの種」を育てなければならない。

巨額の献金が経団連から政治に流れ込み、政治はどうしても既得権益を大切にし、既存産業への補助金・税の
優遇に注力しがちだ。新しい成長の芽を生み出す基礎研究への支援も圧倒的に不足している。

今や各国は政府と産業界とタッグを組んで未来への投資に乗り出している。日本のこのような「社会的投資国
家」を目指さなければならない。

利権に絡め取られずに、遠い未来を見据えた産業政策を進めなければならない。集中投資すべきはGLLD（G＝
グリーン、L＝ライフ、L＝ローカル、D＝デジタル）である。
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10年後の日本のメシの種 GLLDへの集中

投資を 世界市場を席捲せよ 特に、自然エネルギー、

ゲノム医療、核融合技術、ＡIケア（医療・介護・保育等）、量子技術を狙え！
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